
ビジネスモデル

①投資家から資金を募って運用したいか?

②投資家から資金は募らず、有償で運用助言をしたいか?

③ファンドの勧誘をしたいか

はい

いいえ

投資家は適格機関投資家のみか

（②へ）

はい

いいえ （③へ）

はい

いいえ

はい

いいえ

（当チャートでの検討終了）

適格機関投資家等特例業務

投資家は海外投資家等のみか

はい

いいえ

海外投資家等特例業務

投資家は適格投資家のみか

はい

いいえ

運用財産の総額は200億円以下か
はい

いいえ

適格投資家向け投資運用業

投資運用業

投資運用業

投資助言・代理業

ファンドは自らが発行するものか

はい

いいえ

ファンドは国内籍委託者指図型投資信託または外国籍投資信託か

はい

いいえ

第二種金融商品取引業

ファンドは1.信託受益権、2.民法上の任意組合の出資持分、3.商法上の匿名組合の出資持
分、4.投資事業有限責任組合の出資持分、5.有限責任事業組合契約の出資持分または外
国の1-5のいずれか

ファンドは1.信託受益権、2.民法上の任意組合の出資持分、3.商法上の匿名組合の出資持
分、4.投資事業有限責任組合の出資持分、5.有限責任事業組合契約の出資持分または外
国の1-5のいずれか

はい

いいえ （法令を確認し、スキームにあった登録を行う）

第二種金融商品取引業

はい

いいえ （法令を確認し、スキームにあった登録を行う）

勧誘対象は適格機関投資家のみか
はい

いいえ

適格機関投資家等特例業務

第二種金融商品取引業

2024年1月20日施行の
法令に基づく

【参考限り】簡易式チャートであ
り、正確には法令を確認ください


